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(様式１)

（35）介護保険事業

番号 項 目 （ 事 務 事 業 名 等 ） 秋田市 河辺町 雄和町 区 分経過措置 番号 項 目 （ 事 務 事 業 名 等 ） 秋田市 河辺町 雄和町 区 分経過措置

１ 在宅介護支援事業 ○ × × Ｂ 21 介護保険財政調整基金・介護給付金準備基金 ○ ○ ○ Ｂ

２ 住宅改修支援事業（理由書助成分） ○ ○ ○ Ｂ 22

３ 家族介護用品の支給 ○ ○ ○ Ｂ 23

４ 家族介護者交流事業 ○ ○ × Ｃ 24

５ 家族介護慰労事業 ○ ○ × Ｂ 25

６ 家族介護給付費支援事業 × × ○ Ｃ 26

７ 在宅介護支援促進事業 ○ × × Ｂ 27

８ 介護保険資格管理 ○ ○ ○ Ｂ 28

９ 介護保険申請受付事務 ○ ○ ○ Ｂ 29

10 介護保険要介護認定訪問調査 ○ ○ ○ Ｂ 30

11 介護保険主治医意見書徴取事務 ○ ○ ○ Ｂ 31

12 介護保険低所得者利用者負担軽減対策補助 ○ ○ ○ Ｂ 32

13 介護保険料滞納整理事務 ○ ○ ○ Ｂ 33

14 介護保険料賦課徴収事務 ○ ○ ○ Ｂ ※ 34

15 介護保険料督促、催告関係事務 ○ ○ ○ Ｂ 35

16 介護保険給付関係事務 ○ ○ ○ Ｂ 36

17 介護保険認定審査会関係事務 ○ ○ ○ Ｂ 37

18 介護保険給付費国、県等負担関係事務 ○ ○ ○ Ｂ 38

19 介護保険事業計画関係事務 ○ ○ ○ Ｂ ※ 39

20 介護保険償還払い事務 ○ ○ ○ Ｂ 40

（注１）該当する項目（事務事業名等）を実施している市町には○印、実施していない場合は×印を表示。

（注２）「区分」欄には、調整方針（案）の区分を表示。（Ａ：現行どおり、Ｂ：統一、Ｃ：廃止）

（注３）「経過措置」欄には、調整方針（案）で経過措置を講じることとした場合に※印を表示。

行　政　制　度　等　の　調　整　方　針　（案）　総　括　表

福祉専門部会
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(様式２)

（35）介護保険事業 福祉専門部会

秋　　　  田　　　  市 河　　　  辺  　　　町 雄　　　  和  　　　町

１　在宅介護支援事業 【概要】
・対象者
在宅で生活する要介護４・５の保険料
１・２・３段階の高齢者を介護してい
る世帯（対象期間６ヶ月間のうち45日
以上入所・入院した場合は対象外）
・支給内容
月額3,000円分の秋田市共通商品券を
当該年の１～６月または７～12月の
６ヶ月単位で贈呈する。

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

２  住宅改修支援事業（理
　由書助成分）

【内容】
・平成14年度まで着工分住宅改修理由
書作成手数料：１件につき2,000円を
支給。居宅介護支援事業者単位に月毎
にまとめて支給。平成14年度中に着工
した住宅改修に関するものに限り平成
15年度中の申請に対し支給する。
・平成15年度以降着工分住宅改修理由
書作成手数料：１件につき2,000円を
支給。ケアマネジャー単位に申請に基
づき１件ごとに支給。ただし、着工日
時点でケアプラン作成の提供を受けて
いない場合に限る。

【内容】
・平成14年度まで着工分住宅改修理由
書作成手数料：１件につき2,000円を
支給。居宅介護支援事業者単位に月毎
にまとめて支給。平成14年度中に着工
した住宅改修に関するものに限り平成
15年度中の申請に対し支給する。
・平成15年度以降着工分住宅改修理由
書作成手数料：１件につき2,000円を
支給。ケアマネジャー単位に申請に基
づき１件ごとに支給。ただし、着工日
時点でケアプラン作成の提供を受けて
いない場合に限る。

【内容】
・平成14年度まで着工分住宅改修理由
書作成手数料：１件につき2,000円を
支給。居宅介護支援事業者単位に月毎
にまとめて支給。平成14年度中に着工
した住宅改修に関するものに限り平成
15年度中の申請に対し支給する。
・平成15年度以降着工分住宅改修理由
書作成手数料：１件につき2,000円を
支給。ケアマネジャー単位に申請に基
づき１件ごとに支給。ただし、着工日
時点でケアプラン作成の提供を受けて
いない場合に限る。

合併時に秋田市の制
度に統一する。

３  家族介護用品の支給 【内容】
・要介護度４・５で、なおかつ介護保
険料の所得段階１・２の被保険者を在
宅で介護している世帯に対し、重度要
介護者１人につき月額5,000円以内に
相当する介護用品を支給する。
・支給する介護用品は、次に掲げる５
品目である。
①紙オムツ、②尿取りパット、③使い
捨て手袋（介護用）、④清拭剤、⑤ド
ライシャンプー（介護用）

【内容】
介護保険の要介護４または５と認定さ
れた在宅の要介護者と同居し、現に介
護している人に支給する。 所得段階
または課税状況等による制限はない。
【支給対象品目】
紙おむつ、尿とりパット、使い捨て手
袋、清拭剤、ドライシャンプー等

【支給限度額】
年間 75,000円

【内容】
・要介護度３～５で、被保険者を在宅
で介護している世帯に対し、介護用品
購入１人につき購入経費の1/2を年額
15,000円を限度に支給する。
・支給対象介護用品
紙オムツ、尿取りパット
・支給時期　　随時

・支給対象者の該当
条件の不一致
・雄和町のみが現金
支給で、支給の上
限が自治体ごとに違
う。
・配達業者の兼ね合
い（河辺町）
・支給対象用品に若
干の違いがある。

合併時に秋田市の制
度に統一する。

行　政　制　度　等　の　調　整　方　針　（案）

項　　　　  目
（ 事 務 事 業 名 等 ）

現　　　　　　　　　　　　　　      況
課　　　　題 調整方針（案）
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（35）介護保険事業 福祉専門部会

秋　　　  田　　　  市 河　　　  辺  　　　町 雄　　　  和  　　　町

項　　　　  目
（ 事 務 事 業 名 等 ）

現　　　　　　　　　　　　　　      況
課　　　　題 調整方針（案）

４  家族介護者交流事業 【事業概要】
要介護者を介護する家族を対象に、市
内健康増進施設において日帰り旅行を
実施する。
・会　　場　健康増進施設
・時　　期　８月下旬予定
・内　　容　講演会等
・参加人数　約50人
（平成16年度廃止予定）

【事業概要】
町内に住所を有し、在宅で要介護高齢
者を介護している家族等を対象に、日
帰り旅行・施設視察などを行いなが
ら、家族どうしの相互交流等を行う。
・通常年１～２回
・日帰り旅行の企画から一切を社会福
祉協議会に委託し、社会福祉協議会
は、家族等に呼びかける。
※参加者人数　50～60人(２回実施)

未実施 市で行うか、社会福
祉協議会または在宅
介護支援センター等
に委託する事業を再
構築する必要があ
る。

合併時に事業を廃止
する。

５  家族介護慰労事業 【内容】
対象者
①秋田市内に居住している。
②市町村民税非課税世帯に属してい
て、要介護４または５の区分に該当す
る要介護者を介護している。
③介護をしている要介護者と同居して
いること
④要介護認定の有効期間中に１年間介
護保険のサービスを受けず、在宅で過
ごしたこと（医療機関に３月以上の入
院期間がある場合は、その期間を除
く。）。ただし、年間通算１週間以内
の短期入所利用は、介護保険サービス
を受けていないものとみなす。
・介護者１人につき年額10万円

【内容】
　家庭内で重度の要介護者の介護を
行っている家族への慰労として、金品
を贈呈することにより、長期介護によ
る家族の慰労を図る。

※14年度実績
　２人（課税者１人につき10万円）

未実施 １市２町で状況が異
なるため調整が必要

合併時に秋田市の制
度に統一する。

６  家族介護給付費支援事
　業

未実施 未実施 【目的】
在宅の介護保険利用者に対して介護ｻｰ
ﾋﾞｽ給付費支援金を支給し、介護保険
利用者への経済的支援を目的とする。
【対象者】
雄和町に居住の在宅で居宅介護ｻｰﾋﾞｽ
を利用している利用者

雄和町のみが実施し
ており、調整が必要
である。

合併時に事業を廃止
する。
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（35）介護保険事業 福祉専門部会

秋　　　  田　　　  市 河　　　  辺  　　　町 雄　　　  和  　　　町

項　　　　  目
（ 事 務 事 業 名 等 ）

現　　　　　　　　　　　　　　      況
課　　　　題 調整方針（案）

７  在宅介護支援促進事業 【事業目的】
・在宅サービスの利用方法等のパンフ
レットを利用者に配布する。
・ケアマネジャーに対する研修会等の
開催により、高齢者の自立した生活に
必要な幅広い情報の提供をするなど、
活動の支援と資質の向上を図る。
・適正な住宅改修工事の参考となる事
例集を作成する。

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

８　介護保険資格管理 【内容】
年齢到達（65歳）、住民異動、住所地
特例、申請に伴う資格取得（40～64
歳）の理由により資格の得喪を管理
し、取得者には被保険者証を交付、喪
失者からは返還してもらう。

【内容】
年齢到達（65歳）、住民異動、住所地
特例、交付申請に伴う被保険者台帳へ
の登録（40～64歳）等の理由により資
格取喪を管理し、取得者には被保険者
証を交付、喪失者からは返還を求め
る。

【内容】
年齢到達（65歳到達）、住民異動、住
所地特例、申請に伴う資格の取得（２
号被保険者）による資格の得喪を管理
し、被保険者証の交付・返還を行う。

・３市町内での住民
異動に対する資格作
成が保険料賦課とも
関係してくるので、
住基システムとのタ
イミングの調整が必
要となる。
・システム調整が必
要となる。

合併時に秋田市の制
度に統一する。

９　介護保険申請受付事務 【内容】
・要介護・要支援申請事務
・資格等異動手続事務
・高額介護サービス費支給申請事務
・標準負担額減額認定申請事務
・家族介護用品支給申請事務
・家族介護慰労金支給申請事務
・在宅介護支援支給申請事務等

【内容】
・要介護・要支援申請事務
・資格等異動手続事務
・高額介護サービス費支給申請事務
・標準負担額減額認定申請事務
・家族介護用品支給申請事務
・家族介護慰労金支給申請事務等

【内容】
・要介護・要支援申請事務
・資格等異動手続事務
・高額介護サービス費支給申請事務
・標準負担額減額認定申請事務
・家族介護用品支給申請事務等

更新申請の勧奨通知
について、調整が必
要となる。

合併時に秋田市の制
度に統一する。
更新申請の勧奨通知
については、行わな
いことにする。

10　介護保険要介護認定訪
　問調査

【内容】
要介護認定等の申請があった被保険者
に対し、介護保険課職員が訪問調査を
行う。職員が直接調査に行けない場合
は（市外居住者等）他市町村や指定居
宅介護支援事業者等に委託

【内容】
要介護認定等の申請があった被保険者
に対し、役場福祉保健課職員が訪問調
査を行う。職員による調査が困難な場
合（町外居住者等）は、指定居宅介護
支援事業者等と契約を締結のうえ委託

【内容】
要介護認定の申請のあった被保険者に
対し、訪問調査を実施
調査は町保健師または、要介護認定調
査委託契約締結の指定居宅事業者等

訪問調査の方法につ
いて調整が必要であ
る。

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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（35）介護保険事業 福祉専門部会

秋　　　  田　　　  市 河　　　  辺  　　　町 雄　　　  和  　　　町

項　　　　  目
（ 事 務 事 業 名 等 ）

現　　　　　　　　　　　　　　      況
課　　　　題 調整方針（案）

11　介護保険主治医意見書
　徴取事務

【内容】
要介護認定申請等の審査対象者の主治
医(当該対象者に主治医が居ない場合
は医師会と協議の上、市が指定する医
師）に対し、審査判定に用いるための
主治医意見書の記載の依頼をする。

【内容】
要介護認定等の申請があった被保険者
の主治医（当該被保険者に主治医がな
い場合は、医師会と協議のうえ町が指
定する医師）に対し、主治医意見書の
記載について依頼

【内容】
要介護認定等の申請があった被保険者
の主治医（当該被保険者に主治医がな
い場合は、医師会と協議のうえ町が指
定する医師）に対し、主治医意見書の
記載について依頼

合併時に秋田市の制
度に統一する。

12　介護保険低所得者利用
　者負担軽減対策補助

【内容】
介護保険制度施行前からホームヘルプ
サービスを利用している低所得の高齢
者や障害者の急激な負担増を避けるた
め、利用料の軽減を図るとともに、軽
減事業に要する経費に対し、補助金を
申請する。

【内容】
介護保険制度施行時においてホームヘ
ルプサービスを利用していた低所得世
帯の高齢者または障害者の負担の激変
緩和措置等として、利用者負担の減額
を図るとともに、町が行う利用者負担
減免等措置事業に要する経費に対し、
補助金を申請する。

【内容】
介護保険制度施行前からホームヘルプ
サービスを利用している低所得の高齢
者や障害者の急激な負担増を避けるた
め、利用料の軽減を図ると共に軽減事
業に要する経費に対し、補助金を申請
する。

合併時に秋田市の制
度に統一する。

13　介護保険料滞納整理事
　務

【内容】
・給付制限および納付指導
滞納保険料に係る催告後も保険料を納
付しない者のうち、要介護認定申請者
に対し、償還払いおよびサービス利用
に関する給付制限がかかるのを防ぐた
め電話連絡や訪問などを行い納付を促
す。
・時効処理
滞納保険料（普通徴収分）の滞納期間
を被保険者ごとに管理し、時効・不納
欠損処理をする。

【内容】
・保険給付の制限
保険料未払いに係る督促後も、なお滞
納している保険料を納付しない場合に
は、当該第一号被保険者に対し、償還
払い化の予告を通知するとともに、電
話連絡および訪問により支払を促す。
・時効処理
保険料(普通徴収分)の滞納期間に応じ
て被保険者ごとに整理し、時効を確定
する。

【内容】
・納付指導
保険料の滞納者に対し、催告通知後、
給付制限等について電話・訪問により
納付を促す。

保険料の滞納者に対
する納付指導につい
ての調整が必要とな
る。

合併時に秋田市の制
度に統一する。
システム統合にあわ
せ秋田市のシステム
に統一する。

14　介護保険料賦課徴収事
　務

【内容】
第一号被保険者の保険料について
・所得段階…５段階
・納期　　…12期
納入通知書については年２回の発送
で、税の確定前の４月に第１期から第
６期を送付し仮徴収する。残りの第７
期から第12期分は本算定後８月に送付
する。
・第２期計画期間(H15～H17)
　５段階　基準額3,824円

【内容】
第一号被保険者に対し、政令で定める
基準に従い条例で定められた保険料率
から算定された保険料額によって課す
る。
・所得段階５段階、納期は、７月から
６期(納付書は１回に送付)
・第２期計画期間(H15～H17)
　５段階　基準額4,000円

【内容】
・ 第一号被保険者の保険料を賦課す
る。
・町民税賦課データを取り込み保険料
を賦課する。
・所得段階５段階(平成15年度から６
段階）納期は、７月から６期(納付書
は１回に送付)
・第２期計画期間(H15～H17)
　６段階　基準額3,400円

①保険料基準額
②所得段階（雄和町
は６段階）
③納期（河辺、雄和
ともに７月から６期
で仮徴収期間がな
い）

介護保険料は、16年
度分までに限り不均
一賦課するものと
し、17年度から統一
（新たな保険料を設
定）するため、事業
計画の見直しを行
う。
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15　介護保険料督促、催告
　関係事務

【内容】
・介護保険料督促処理…納期を過ぎて
も納付がない者に対し、未納の旨を知
らせるため、督促状を送付する。督促
状の送付時期は、納期限から20日以内
で、納期は送付してから10日後として
いる。
・介護保険料催告処理…要介護認定を
受けている者に対し、次回の更新時に
給付制限がかからないように滞納保険
料の催告を行う。

【内容】
・督促処理…第一号被保険者が納付す
べき期限までに保険料を納付しない場
合は、期限を指定して督促状を発す
る。
・督促状発行時期…納期限後20日以内
・指定納期限…発行の日から10日後
・催告処理…保険料未払いに係る督促
後も、なお滞納している保険料を納付
しない場合には、当該第一号被保険者
に対し償還払い化の予告通知、電話連
絡および訪問等の方法により催告を行
う。

【内容】
・督促処理…納期限後20日以内で未納
者に対し督促状を送付し納付を促す。
（納期は送付後10日ほどの月末を指
定）
・催告処理…保険料の滞納者に対し、
給付制限等がかからないよう周知する
とともに、納付を促す。

①督促手数料の徴収
（河辺町は、１通に
つき100円）をどう
するか。
②催告処理の対象の
範囲の違いをどうす
るか。

合併時に秋田市の制
度に統一する。
システム統合にあわ
せ秋田市のシステム
に統一する。

16　介護保険給付関係事務 【内容】
・国保連から、給付実績情報・給付管
理票情報を受け取り、給付管理を行
う。また、国保連がサービス提供事業
者等に審査支払いした分の請求に対し
て支払いを行う。
・サービス提供事業者等が国保連に誤
りの請求をし、その請求に対して保険
給付を受けた場合、市は国保連に対し
てその給付実績の削除（過誤差額調
整）を申立し、事業者に対して再度正
しい請求ができる状態にする。

【内容】
・連合会より送付される給付実績情報
及び給付管理票情報に基づき、給付管
理を行う。
・審査決定（支払）済の請求内容につ
いて誤りがあった場合等、事業者から
の依頼に基づき町から連合会へ過誤申
立書を提出することで、支払額の調整
を行う。
・事業者から連合会への請求が返戻と
なり、当該事業者より確認の連絡が
あった場合、必要に応じて受給者台帳
の修正を行う。

【内容】
・連合会より送付される給付実績情報
および給付管理票情報に基づき、給付
管理を行う。
・審査決定（支払）済の請求内容につ
いて誤りがあった場合等、事業者から
の依頼に基づき町から連合会へ過誤申
立書を提出することで、支払額の調整
を行う。
・事業者から連合会への請求が返戻と
なり、当該事業者より確認の連絡が
あった場合、必要に応じて受給者台帳
の修正を行う。

被保険者証の番号の
切り替え時期も含
め、国保連合会と細
部のつめをする必要
がある。

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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17　介護保険認定審査会関
　係事務

【概要等】
介護認定審査会は、介護保険被保険者
（第１号および第２号）の要支援・要
介護度および有効期間等の審査・判定
を行う。
介護認定審査会は、５人の介護認定審
査会委員（学識経験者等）で構成され
た合議体により、調査員による訪問調
査結果と主治医意見書の内容をふまえ
審査・判定を行う。
【参考】
・介護認定審査会関係
・審査会委員数　125人
（保健・医療・福祉の学識経験者から
市長が任命）
・合議体数　25合議体
・１回あたりの審査件数　35件程度
・１合議体あたり年間開催回数　19回
程度
・委員報酬１回につき20,000円

【概要等】
介護保険被保険者の要支援・要介護度
および認定期間等について審査・判定
を行う。審査会では、審査・判定結果
を両町に送付し、両町では、審査判定
結果に基づき被保険者に結果通知（被
保険者証とも）をする。
【参考】
河辺郡介護認定審査会を共同で設置
審査会委員  　15名(５人の３合議体)
14年度開催実績  49回(１合議体当た
り16回、１回当たり34人分審査）

【概要等】
介護保険被保険者の要支援・要介護度
および認定期間等について審査・判定
を行う。審査会では、審査・判定結果
を両町に送付し、両町では、審査判定
結果に基づき被保険者に結果通知（被
保険者証とも）をする。
【参考】
河辺郡介護認定審査会を共同で設置
審査会委員  　15名(５人の３合議体)
14年度開催実績  49回(１合議体当た
り16回、１回当たり34人分審査）

合議体数をどうする
か調整が必要であ
る。（現在、秋田市
は25合議体で審査し
ている。）

合併時に秋田市の制
度に統一する。

18　介護保険給付費国、県
　等負担関係事務

【概要】
介護給付費等に必要な費用の50%は公
費によってまかなわれ、国が25%、都
道府県と市町村（一般会計）がそれぞ
れ12.5%を負担する。
公費負担額は、各市町村について、そ
の年度の実績の標準給付費額（介護給
付費・予防給付の合計費用）に基づき
算定される。

【概要】
介護給付費等に要する費用負担
国25%、県12.5%、町12.5%(一般会計）
当該年度における町の実績の標準給付
額(介護給付・予防給付に要する費用)
に基づき算定される。

【概要】
介護給付費等に必要な費用の50%は公
費によってまかなわれる。(国25%、県
12.5%、町12.5%の負担割合による)
公費負担額は、その年度の実績給付費
用額に基づき算定される。

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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19　介護保険事業計画関係
　事務

【概要】
介護保険は、介護を要する状態となっ
ても、自己の意思に基づきサービスを
選択し、できる限り自宅で自立した日
常生活を営めることを目的としたもの
である。本事業計画においても、介護
保険の基本理念である在宅重視と自立
支援を中心に据えた上で、これまでの
事業計画実施状況、また本市の現状と
課題を踏まえ、高齢者福祉施策の活用
を図りながら、積極的に施策を推進す
る。

【概要】
介護保険事業に係る保険給付の円滑な
実施を確保するため、厚生労働大臣が
定めた基本指針に即し、３年ごとに５
年を一期とする町の介護保険事業計画
を定める。

【概要】
介護保険は、介護を要する状態になっ
ても自己の意志に基づきサービスを選
択し、できる限り自宅で自立した日常
生活が営めることを目的としている。
本計画では、在宅重視の自立支援、利
用者本意のサービス提供を主に、高齢
者福祉施策の推進を図りながら住み慣
れた地域社会のなかで健康で生きがい
のある生活が送れるよう施策を推進す
る。

事業計画の見直しが
必要である。

17年４月から統一し
た保険料を適用する
ために、事業計画を
新たに作成する。

20　介護保険償還払い事務 【概要】
・高額介護（支援）サービス費
・居宅介護（支援）福祉用具購入費
・居宅介護（支援）住宅改修費
・標準負担額差額支給

※高額介護サービスの対象者に、支給
申請の勧奨通知は行っていない。

【概要】
・高額介護（支援）サービス費
・居宅介護（支援）福祉用具購入費
・居宅介護（支援）住宅改修費
・標準負担額差額支給

※高額介護サービス対象者
勧奨通知件数は、月に80～90件

【概要】
・高額介護（支援）サービス費
・居宅介護（支援）福祉用具購入費
・居宅介護（支援）住宅改修費
・標準負担額差額支給

※高額介護サービス対象者
勧奨通知件数は、月に30～40件

事務調整が必要であ
る。

合併時に秋田市の制
度に統一する。既存
システムで対応が可
能であることから高
額介護サービス費給
付のお知らせ、手続
き方法等の通知を検
討する。

21　介護保険財政調整基
　金・介護給付金準備基金

介護保険事業における円滑な給付に資
するため積立てする財政調整基金を設
置している。

平成15年３月31日現在
基金積立金　　476,771千円

介護保険事業の健全な財政運営（給付
費不足）に資するため準備基金を設置

平成14年度末現在    １千円

介護保険事業の健全な財政運営（給付
費不足）に資するため準備基金を設置

平成14年度末現在     18,385千円

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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